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令和２年度の補正予算について
（４月３０日付け知事専決処分）

【中小企業振興資金特別会計の補正】：７３８億８,４５９万円

◎新型コロナウイルス感染症対応資金の創設 融資枠：２,０００億円
・融資枠 制度融資全体融資枠 ８００億円（３月補正後） → ２,８００億円

・融資対象 セーフティネット保証４号、５号、危機関連保証に対応した要件を満たす

中小企業者

・対象資金 経営の安定に必要な事業資金（設備資金・運転資金）

・融資限度額 ３,０００万円

・融資期間 設備資金 １０年以内（うち据置期間５年以内）

運転資金 １０年以内（うち据置期間５年以内）

・融資利率 年１.１％以内

・取扱期間 令和２年５月１日（予定）から令和２年１２月３１日保証申込受付分

※令和２年１２月３１日までに保証申込受付し、令和３年１月３１日融資

実行した分まで

◎利子補給・保証料補助の実施
・個人事業主（事業性のあるフリーランスを含み、小規模に限る）

売上高 ▲ ５％の場合…保証料・利子を全額補助（※利子補給は当初７年間）

・小・中規模事業者

売上高 ▲ ５％の場合…保証料を１／２補助

売上高 ▲１５％の場合…保証料・利子を全額補助（※利子補給は当初７年間）

※保証料については、国が直接信用保証協会に対して補助

◎融資枠拡大及び利子補給に伴う債務負担行為の補正（１３６億円）
・損失補償契約の締結 1,248,000千円

・令和３～８年度における利子補給の実施 12,320,000千円

【専決処分を行う理由】
・新型コロナウイルス感染症にかかる国の経済対策を盛り込んだ国補正予算が４月３０

日に成立する見込みである。

・本県においても、国の経済対策を活用した融資制度を早急に整備・開始する必要があ

るため、地方自治法第１８０条により、４月３０日付けで知事が専決処分を行った。


